別表第1(第3条関係)
未利用不動産の分類と基準表
処分検討地
基準1
処分する方針が既に決定しているもの又は処分することを検討する方針が既に決定しているもの


基準2
活用見込みがなく当該地の有効活用や税外収入確保に資するため処分を検討することが適当と判断されるもの
＊処分することにより周辺地域の発展に寄与するもの


基準3
土地の形状又は面積から、活用が困難又は非効率なため隣接者など特別な縁故者への処分を検討することが適当と判断されるもの
＊地形長狭地・袋地等

継続保有地
基準4
長期的まちづくりの観点から将来の活用に備え、継続保有することが適当と判断されるもの
＊所在地域の発展動向、開発計画、公共施設等の整備計画などを勘案


基準5
経済的に処分が困難又は非効率なため継続保有することが適当と判断されるもの
＊処分時の費用(解体撤去費等)などの面から継続保有することが適当と判断されるもの


基準6
公正な利用及び適正な管理がなされていることから、地域公共用地などとして利用するため継続保有することが適当と判断されるもの


基準7
有償貸付地として一定の利活用が図られていることから、継続保有することが適当と判断されるもの
＊売却により一時的な収入を得るよりも継続的な収入を得る方が得策であると認められるもの

事業予定地
基準8
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号)の適用を受ける補助金の交付を受け取得したもの


基準9
特定の事業又は施設に供するものとして活用することについて具体的な検討がされているもの

